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本資料の目的 

1. 本資料は、第 51回サステナビリティ基準委員会（2025年 4月 9日開催）における、

審議事項 C3 のサステナビリティ基準委員会の運営方針について、聞かれた意見を

まとめたものである。 

聞かれた意見 

（「中期運営方針（案）」全体に対する意見） 

2. 文案の前半は、2022年 11月に公表した当委員会の運営方針と同じ内容を引き継い

でいると思われるが、2022 年 11 月の運営方針には記載されていなかった、「SSBJ

基準」などの具体的な表現が用いられており、分かりやすくなっていると考えられ

る。 

3. 2022年 11月の運営方針と本文案との比較対照表を作成してはどうか。当委員会の

審議に資するだけではなく、対外的にも理解の促進が期待できると考える。 

（「現状の認識」に対する意見） 

4. 文案では、2022年 11月の運営方針の内容に欧州の規制動向に関する記載が追加さ

れているが、ISSB基準を利用する法域が増えていることや、欧州以外の主要な法域

の動向を記載することも考えられるのではないか。 

（「開発に係る基本的な方針」に対する意見） 

5. 文案では「投資家」という用語が用いられているが、サステナビリティ開示基準（以

下「SSBJ基準」という。）では「財務報告書の主要な利用者」という、より範囲が

広い用語が使用されている。SSBJ 基準に基づく開示を利用する主体が異なるよう

に読めるため、SSBJ基準の文言と整合するように修文を検討すべきである。 

6. 文案では、サステナビリティ関連財務開示を通じて提供される情報がサステナビリ

ティ関連のリスク及び機会に関する情報に限定されるように読めるが、限定する必

要はないため、「サステナビリティ開示を通じて提供される情報」としてはどうか。 
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7. 会計基準との関係の説明に、企業が日本基準以外の会計基準を適用する場合を想定

して基準開発を行う旨の記載がある。この一文だけを見ると企業が日本基準を用い

ることを想定していないようにも読めるため、修文を検討すべきである。 

8. 基準開発のためのリサーチのテーマには、現在、国際サステナビリティ基準審議会

（ISSB）でリサーチ活動が行われている生物多様性や人的資本が考えられる。これ

らのテーマは業種ごとに影響が大きく異なることから、我が国における対応を検討

することは有用と考えられる。 

（「SSBJ基準の導入支援」に対する意見） 

9. SSBJ ハンドブックについて、本文案において明示する必要がないか検討すべきで

ある。 

10. 「ガイダンス」という表現は、ISSBの公表する「付属ガイダンス」を連想させる。

「SSBJ基準を構成しないガイダンス」が補足文書だけでなく SSBJハンドブックも

含むのであれば、「ガイダンス」という表現を使用しないことが考えられる。 

（「今後の SSBJ基準の開発」に対する意見） 

11. 文案では、当委員会の対応として、SSBJ基準を適用した結果として開示される情報

が国際的な比較可能性を大きく損なわせないものとなる状態を維持することが示

されている。この「国際的な比較可能性」とは、国際基準を適用した結果として開

示される情報との比較可能性を指していることを明確化してはどうか。 

12. 開示実務のモニタリングは、基準がどのように実務で運用されているのかを把握す

るうえで、非常に重要な手続であると考える。 

13. 文案では、開示実務のモニタリングの意図が、SSBJ基準を適用した結果として開示

される情報が、ISSB 基準を適用した結果として開示される情報と整合性のあるも

のとなるようにするとしているが、実務上の困難さがあったとしても対応しないこ

とを意図しているのか。 

14. 「別途の対応の必要性の検討」と「開示実務のモニタリング」は相互に関係すると

考えられるため、この点の明確化をお願いしたい。すなわち、関係者により実務上

の困難さが提起された事項は「開示実務のモニタリング」を経て「別途の対応の必

要性の検討」がなされると考えられる。また「開示実務のモニタリング」において

も「別途の対応の必要性の検討」につながる論点を把握し得ると考えられる。 
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（「国際的な意見発信の強化」に対する意見） 

15. 国際的な意見発信を強化するという方針に強く賛同する。例えば、トランジション・

ファイナンスの評価手法など、日本で検討が進んでいる論点については、その内容

について国際的な基準設定主体と意見交換をしながら、積極的に意見発信をしてい

くべきである。 

（「サステナビリティ開示に関わる人材の開発に関連する活動」に対する意見） 

16. 作成者及び利用者が基準をどのように活用していくのかなど、サステナビリティ関

連財務情報の活用が進むように、当委員会が中心となって人材育成を進めるべきで

ある。 

17. 文案では、人材開発の対象を、サステナビリティ開示基準の策定の場において意見

発信できる人材及びサステナビリティ開示基準の策定に直接関与できる人材に絞

っているように読める。当委員会の活動は、サステナビリティ開示に関わる人材の

拡大や能力開発にも寄与していると考えられるため、この点も記載してはどうか。 

 

以 上 


